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会長あいさつ

時代に即した能力開発の深化を

椿明美（札幌国際大学短期大学部）

このようなビジネス現場の変化に鑑み、ビジネス実務教

育の重点は、代替性の低い業務に必要な能力育成を視野に

入れて行くことが求められます。中教審の答申や経団連の

調査から、大学教育に期待されている「論理的思考力や課

題解決能力を身につける｣、 「チームを組んで特定の課題に

取り組む経験」などを具現化する教育です。これら期待さ

れる能力は汎用的能力であり、人工知能に代われない業

務、すなわち、人間にしかできない業務に必要なものであ

ると考えます。

これらの能力育成を促す授業の一つとして、能動的学習

が当てはまりますが、さて、その教育効果はいかがでしょ

うか。PBLは本当に効果を挙げているのでしょうか。子ど

もの自由研究のように周り （教員）が手を出し過ぎてはい

ないでしょうか。そして、その教育効果についてはどのよ

うな尺度で測るのが適切でしょうか。評価はなかなか難し

いものです。

ビジネス現場の変化や多様性を捉え、働く個々人の能力

開発を重視する本学会の研究の深化が求められます。

6)1，金城学| |、金城大学・金城大学短期大学部の皆様

の多大なるご協力のもと、第35回全国大会を無事、 ｜ﾘ催す

ることができました。会員の研究成果の発信の場のご提供

と、北|鰭の文化を感じる細やかなど配慮に深く感謝Iﾄ'し上

げます。ありがとうございました。

さて、本大会総会において、学会の背骨となる研究領域

の改定が承認され、新領域での研究活動がスタートしまし

た。時代は劇的に変化をしておIります。シンポジウムでも

触れましたが、人工知能やロボットが雁川に与える影響は

大きく、英オックスフォード大学マイケルA. オズボーン

准教授の共同研究「TheFutureofEmployment2013」

によって、コンピューターに代替されるリスクの高い職種

として「銀行窓口係｣、 「保険事務員｣、 「医療事務員」等が

挙げられています。お気づきかと思いますが、ビジネス実

務系の大学生、短大生が多く就職してきた職種です。そし

てその変化はすでに始まっており、金融業界では窓| l係は

パート化し採用は減少しています。私のヒアリング,淵査か

ら、求められているのは、営業やコンサルティングができ

る対人能力の高い人材ということです。
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'第35回全国大会(白山&金沢）

｢地域と連携するビジネス実務教育」統一テーマ

全国大会を終えて

大会実行委員長岡野絹枝(金城大学短期大学部）

第35回全国大会は、 6月l1日･ 12日の2日間、金城大学・金城大学短期大学部が主管校となり、石川県白山
市および金沢市において開催いたしました。関係各位からのご支援のおかげ様で、全てのプログラムを滞りな
く実施することができました。心よりお礼を申し上げます。

大会当I lには、 120人の会員諸氏が全国各地からお越しくださいました。また、産官学連携「公開プログラ

ム」においては、学会会員に加え、延べ70人の一般参加がありました。アンケートIﾘI答のご意見等を拝読し、
ご参加の皆様に有益な情報や知見を提供することができたと安堵しているところでございます。

今回、二つの新しい試みを行いました。一つは、統一テーマ「地域と連携するビジネス実務教育」に合わ

せ、産官学連携プログラムとして、地元ili長や著名な経営者による特別講淡と、産官学パネルディスカッショ

ンを組み入れ、それらを公開プログラムとして、白山市や白山商工会議所との共催にし、地元企業や地域の

方々に開放したことです。

もう一つは、研究発表です。従来の「口頭発表」に「ポスター発表」を加え、 2種類にしたことです。この

研究発表では、 21件の口頭発表と、 16件のポスター発表の|ドし込みがあり、それぞれの研究成果発表の下、熱

心な議論や意見交換などが展開されました。

今、 日本は、どの'五lも経験したことのない少子尚齢社会に突入し、地方創生推進や女性活躍推進の取組など

が進められています。私たちビジネス実務教育に携わる者にとっては、 「地域と連携するビジネス実務教育」

をどのように推進すれば、その地域が求める人材養成に適うのか、学生にとって魅力ある就職先の創出をする

ことができるのかが問われています。

ビジネス実務教育は、職業社会がどのように変化しても必要な就業力や社会人基礎力という汎川能力の育成

を担っているものと自負すると共に、教育界だけの考えに陥ることなく、地域や産業界と連携し、共に育てる

教育へと変容できる意識と努力が必要であると考えます。今回の試行が、皆様の更なる教育研究活動に一石

を投じることができましたら幸いに存じます。ご参加いただきました皆様、ご協力いただきました皆々様に重

ねてお礼を111し上げます。ありがとうございました

201S年度

一

学会賞･学会奨励賞表彰

学会賞・奨励賞についてご報告いたします。本年3月23H、常磐大学芝浦サテライトキャンパスで行われ

た、学会賞選考委員会にて論集について辮査を行いました。群査の結果、学会賞の該当はありませんでした。

奨励賞（論集）では、以下2論文を受賞といたしました。

＜奨励賞（論集）＞

○商橋修（東北大学） 「短期大学におけるキャリア教育と就職の関連性」

○大島武・村田雅之（東京工芸大学） 「ビジネス実務における倫理教育の手法開発に関する考察」

＜奨励賞（論集）＞

○商橋修（東北大学） 「短期大学におけるキャリア教育と就職0

○大島武・村田雅之（東京工芸大学） 「ビジネス実務における1

また、奨励賞（研究発表）では、第351川全国大会研究発表者

（奨励賞エントリー者）から大会中に辮査を行い、以下2発表

を受賞とし論集受賞者と合わせて表彰を行いました。

＜奨励賞（研究発表）＞

○河合晋（|剛崎女子短期大学）共|司研究者熟野伸子（岡崎女

子短期大学）

「短大ビジネス系学科におけるメディカルコースの存在意義に

ついて」

○見舘好隆（北九州市立大学） 「大学生が地域社会を変革する

『地方創生モデル』の開発」

（研究推進委員長大重康雄）

回



大会プログラム【1日目】

I｢ 6月11日(土）会渇：金城大学笠間キャンパス
時間 プログラム

受付

開会宣言・大会実行委員長挨拶・日程説明等

総会

白山市からのウェルカムスピーチ【公開】

「白山市の地域振興と産学との連携」
白山市長山田憲昭氏

09;50～10:30

10:30～10:40

10:40～11:30

11?40～12:10

’’ ’2:'0~'3:'0 昼食・休憩・出版社展示

研究発表

A会場(S201) B会場(S202) C会場(S203) D会場(S204) E会場(S205)
座長:大島 武 座長:高橋輿知子 座長;油谷純子 座長:仁平章子 座長篠原 収

学生の自主的なライティングス短大ビジネス系学科におけるメゼミナール教育の持つ人材育成コミュニケーション能力の客観中期キャリアを見越しての靴巣
キル養成のための支援ツールのデイカルコースの存在窓義につ機能の探究 的判断に影唇する要因について前キャリア牧育の研究
活用 いて の考察

1）毛利美栂 6）河合 音 10）安間 徹 14）酒井 鯉 18〉謂騨裕美

（間西大学） （岡崎女子短朋大学)か 〈聯馬県立女子大学） 〈大手前大学)蕪 〈多摩大学),龍

相互胖価における学生の評価能自律的かつ方向性を持った学びビジネス実務教育におけるTBLマイクロブログ分析を用いた海就活と職典憩繊に間する中薙民
力に間する分析 を実現する方法としてのカリ導入による授蕊改善に間する研外向け剛光資源発掘に間する実国との比較考察

キュラム 究 践教育の駄み
＝一一一一一一一一一＝■■－－一一一 一一一一一一一一 ■一一一一一一一一一一一一一一一一＝ 一一一一一 ■－－－－一一一一一一一一一一一一－一一や一一一＝■■ p－－－－一一一一一一一一一一一一一一→一一一一一一一一一一一 一一 一一一一■■一一一

2）中川雅人 7）石田麻英子 11）所 吉彦 15）高原尚志 19）大重康雄
（中部学院大学） （札幌国際大学短期大学部)?§＆ （尚綱大学） （新潟県立大学） （鹿児島女子短期大学）

体憩

ルーブリックのP｢e-Post比較アクティブラーニングを活用し大学生が地域社会を変革する 「サービスデザイン」の現状とプロジェクト型教育実施におけ

から見た地域連撫型アクティブた相宣交涜によるクロス型訪 「地方創生モデル」の開発 ビジネス実務への応用についてる詞意点
ラーニングの成巣 問飼麺

3）加渡L,づみ 8）江藤智佐子 12）見舘好隆 16）町田由徳 20）奥村英樹
（四国大学短期大学部)無 （久訂米大学） （北九州市立大学） （岡蹄女子短販大学） 〈金沢災綾大学）

就活と職典憩識に間する中薙民

国との比較考察

19）大重康雄
（亜児島女子短期大学）

自律的かつ方向性を持った学び

を実現する方法としてのカリ
キュラム

7）石田麻英子

（札幌国際大学短期大学部)懇

ビジネス実務教育におけるTBL

導入による授蕊改善に間する研

究

11）所 吉彦

（尚綱大学）

マイクロプログ分析を用いた海

外向け剛光資源発掘に間する実

践教育の駄み

15）高原尚志
（新潟県立大学）

大学生が地域社会を変革する

「地方創生モデル」の開発

12）見舘好隆

（北九州市立大学）

「サービスデザイン」の現状とプロジェクト型教育実施におけ

ビジネス実務への応用についてる詞意点

16）町田由徳 20）奥村英樹
（岡崎女子短斯大学） 〈金沢製峻大学）

アクティブラーニングを活用し

た相宣蚕涜によるクロス型訪

問飼麺

8）江藤智佐子
（久訂米大学）

F・G会場
(S104．S105)

13:10～1340

13:45～14音15

「14:15~14:25

14:25～14:55

ポスター

発表

PBL導入型社員教育のプラス側

面と大学軟育への応用

13）佐々木公之
（中国学園大学)?§；

地域における産学連撹への参加

から考える教育

4）片山友子

（四国大学短期大学部)燕

ゼミ活動における長lⅢプロジェ

クトの実施効果と今後の可能性

9）牛山佳菜代

（目白大学）

就職試験における数的処理能力

の測定のねらい

17）砲口勝一
（追手門学院大学)増も

ビジネス実務学原論卿築方法1

ビジネス実務学の独自性

21）林遮太鰯
（(－社団)全国日本學士竃）

15:00～15:30

PBL型授業運営における改善施

策の中間報告

5）水野 武
（概南大学)･§.

15:35～16:05

～17:00

18;30～20:30 懇親会(ANAクラウンプラザホテル金沢） ※貸し切りバスで移動します。

〈研究発表の共同研究者〉
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燕3）片山友子く四国大学短期大学部） 無13）堀口鰔信（徳島文理大学短期大学部）
燕4）加渡いづみ〈四国大学短期大学部） 鋤4）福井愛美（神戸女子短期大学）
※5）石井三恵（摂南大学〉 蕪17）福井 就（大手前学園） ・仁平 直（神戸国際大学附属高等学校）

｜ 燕6）黒野伸子（岡崎女子短期大学） 婚.18）佐藤美津子（クレオジヤバン)、長谷川美干留（八戸学院大学)、
’ 燕7）小林 純（札幌国際大学短期大学部） 田中敬子（オフィスコムネット）
＝ｰ■■■一旬ｰｰ＝■■■壷一一一一＝－－－－－－■一再一■■■■＝ｰ＝－Ⅱ■－－－画■■口■■~画■画一一一一■■‐■■－－－‐■■■ｰ画画一■■ぬ■函動向ｰ－－~ーー＝ーーーー

大会プログラム【2日目】

’プログラム

受付

特別講演I公開】

「際化と創造－私の歩み来た道一」
株式会社アイザック取締役最高顧問中尾哲雄氏

［略歴］
昭和11年魚津市生まれ・

昭和35年富山大学経済学部卒業。
株式会社インテック社長会長を経て、平成27年現職。
富山県教育委員、富山県公安委員長日本テレコムサービス協会会長
とやま起業未来塾塾長等歴任。
現在、富山国際センター代表理事、立山・黒部ジオパーク協会会長、
富山県立大学客員教授、富山大学名誉博士、魚澤市及び富山市名誉市民等。

08:30～09:00

09:00～10:00

休憩・準備

｢産官学」パネルディスカッション【公開】

｢地域と連携するビジネス実務教育一地域のビジネスを活性化する人材育成一」

パネリスト： 【産】北陸銀行経営管理部ダイバーシティ推進室長山口秀子氏
【官】石川県参事飴谷義博氏
【学】日本ビジネス実務学会会長椿明美

コーディネーター:金城大学教授北潟克輔

学会奨励賞発表・表彰式・閉会の辞

10;15～11:40

11;45～12;00

囿

時間

10:00～10915



’
’陸官学」パネルディスカッション報告

タノ 迫

「地域と連携するビジネス実務教育」
－地域のビジネスを活性化する人材育成一のモデレーターを終えて思う

大学コンソーシアム石川キャリア支援専門委員会委員長

北潟克輔（金城大学）
a /石
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日本海側で初の全国大会開催を知らされ、次代に向け

た初のパネルディスカッション実現を命じられた主管校

で、突如として老生にモデレーター(moderator)が指

満された。

この時代この時期にこそ、北陸の地域性を通して、次

代へ向けた新たな気づきを全国へお伝えするには、どの

ような論点や新しい知見が必要か。

ディスカッションは参加者が意見や情報の交換をした

り、問題を解決したりする|"力型の議論の形態であるは

ずだが、これほど少ない時間は私の研究者経験にない。

実際にディスカッションに参加すると、何らかの結論

や新しい情報を得ることが|テ|的の会縦ですら、何の結愉

も新しい知見も得られないまま時間だけが過ぎていき、

私も何度か席を外した経験がある。

｜淵催までHがないので、ともかくH治体・石川県労働

局・北陸財務局･ H銀金沢支店・地元各経済産業団体

（私が噸|州・相談役にある'11体に限る)、大学コンソー

シアムや地元企業経営者各位からの情報を集めてみた。

久しく動きのある良い情報が集まった。

予想通り北陸新幹線開通効果を始め、北陸の経済'情勢

各分野は47都道府県でトップあるいはトップクラスであ

る。地方が先進性を発信できる。

これなら特別誰淡者・中尾哲雄氏の経営哲学を受け

て、短い時間であってもお伝えできることがあると考え

実行委員長のパネリスト人選案を了承した。

モデレーターとして、私は、 「連挑」は「強い連結」

があって成り立つのであり、独りよがりでは継続なく効

果は半減する。と、考えるので、まずは、人材育成に関

する県内にひしめく高等教育機関16校の連結および産・

宮との連結の強さを感じていただき、地域の「産官学」

互いの苦労と成果・課題を、参加者各位に感じていただ

くことを心がけた。

地元産業界からは、地方銀行で全隆Iトップにある北陸

銀行の経常管理部ダイバーシテイ推進室長･ ll in秀子女

史のご発言に始まり、個々人のレベルに応じた、能力機

会の向上を目標に実施される人財の活用と鍛錬の仕組み

JigOJT促進のためのシールとしての独12| ｢CDP(Caree'､

DevelopmentProgram)｣涌川法、そして、熱心な産学

連携による地元金融教育への取り組み実績をご紹介にな

り、重要を認識しながらも大企業でさえ行き詰まりを感

じると言われる「ダイバーシテイ」の、北陸銀行におけ

る積極的推進の現状をオープンにされ、会場の驚きが私

にも伝わった。

次に、いしかわ就職・定住総合サポートセンター長、

いしかわ移住UIターン相談センター長の飴谷義博氏か

ら、 ｜玉I策の雄先端に取り組む石川県のCRCCおよびCOC

＋をも含み、移住希望者・学生・女性・高度専門人材・

企業OBなどあらゆる人材とりI↓内企業とのマッチングを

県内と首都圏で一体的に実施している、全国初の人材育

成の現状と課題、そして、朧学が連結してインターン

シップや就職対策に取り組み、 2年前まで260人ほどの

学生参加であったものがl｡000人を超え急増し、参加企

業数も3併近くまで伸びている様子を報告され、その急

伸ぶりに会場から鷲きの声が上がった。

そして、 「学」からの代表として本学会長の椿明美氏

から、 「地域と連桃するビジネス実務教育～商等教育に

おける人材育成の現状と方向性」として、国策と大学教

育の関係性から地域と連携するビジネス実務教育の可能

性そして、急変する近未来の人材育成の課題まで示唆さ

れた。

全脚でも人材育成の先進に取り組む北陸産業界と地元

lfl治体のご発言、それを通して地元高等教育機関の連結

の様子が、臨場感を持って伝わっていたように思える。

また、学会長の国策や大学教育の関係性を要約された上

でのビジネス実務の視座は、新たな学会活動の期待へと

つながるものであったように感じる。

ディスカッションを終えて振り返ると、実行委員長か

らモデレーターをお引き受けするにあたり、 ド記のよう

な個人の考えを話したことを思い出す。

●経団連の関係する発表からは、人材のクリエイティブ

を若者の創業・起業推進・バックアップで、自社に取

り込もうと方針変虹をしたかのような変化が兇受けら

一

亭
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「連携」は、継続的で力強い「連結」から、生まれる

と改めて感じました。

②地域ビジネス活性化及びビジネス人材育成へ向け、

連携したワークプレイスラーニングヘの取り組みに迷い

がなくなる思いではなかったでしょうか。つまり、

OJT、OFF-JTに加え、現場組織におけるH常的な仕

事の進め方や人事制度まで含む、個人や組織のパフォー

マンスを改善する目的で実施される学習、その他の介入

の統合的な方法を研究連携する必要を研究者として強く

感じるものであったと思うのです。

れる。

●成果業績やコストおよびシステムなどを踏まえた人事

評価ができぬ、現場を知らない著名な研究者、その研

究者の議論や提案が政策誘導で企業に落とされ、人事

担当者がプリーズする現場をたびたび感じる。

●地域の中小企業・小規棋事業者のビジネス現場では、

業界ごとに急速に独自化・個性化するマーケティング

やシステム変化に、人事システムが追いついていない

現状がある。

●OECD(経済協力開発機構）の調査によれば、 2011年

の日本人一人あたりの総労働時間は平均1700時間。他

の先進l玉Iと比べると実に200～300時間も長い。つまり

「要領が悪い働き方をしている」（日本経済新聞2014.

1. ）ことの、改善が始まる。

●「科学的管理法」をベースにしたこれまでのやり方

は、定型作業が中心の業務では大きな効果を発揮した

が、いま、 H本を含む先進国では、ナレッジワークや

サービスワークが労働の7割8割を占めるようになっ

てきたと受け止められている。

●10～20年後、 日本の労側人口の49%が人~[知能やロ

ボット等で代替可能に～601種の職業ごとに、コン

ピューター技術による代替確率を試算(2015年12月02

1:INEWS RELEASE株式会社野村総合研究所）～

を、ダボス会議を踏まえ、これからの人材育成に読み

込まないわけにはいかない。

●大学教育の根幹にあるアカデミズムな系統的学習は、

ややもすると現場で軽視され、アクティブラーニング

に特化した教育方法のみ注目されている。

●民間企業ではOJTが弱体化したと荷われ、人事担当者

は、いまだに自分が育てられた限定的な経験をもとに

人事を行う弊害を払拭できない現状がある。

1 1本ビジネス実務学会は、常に「ビジネス実務」の現

場にあり、時代の最先端で「ビジネス実務」を探求し提

案するとした創設の思いは、今、若い研究者のもとで

「ビジネス実務の教育手法」へ変遷を遂げるのも時代な

のだろうか。

パネルディスカッションのモデレーターとしての役割

を終えて、私の「思い」は、今もなお「思う」「想う」

「憶う」「念う」と、変化を繰り返している。

ご参加いただきました会貝各位、地元経営者各位、そ

して、心ならずもご参加いただけなかった会員各位に、

心から感謝いたします。

ありがとうございました。
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上記は、事前にパネリストにもぶつけてみた。しか

し、ディスカッション終了後、この思いはパネリストの

皆さんの各現場の中でも認識されていた課題であり、そ

の先を見ながら苦悩して現状の課題に取り組まれている

様子が伝わり、迂關にもモデレーター(moderator)が

急変に希望をもって聞き入ってしまった。

異例の短時lN1とはいえ、会場との髄疑応答も、大学と

地域の現状を踏まえたものであり、的を射た素晴らしい

ものであった。
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本学会の新しい取り組みとして、終了にあたり以下の

ようにまとめた。

①人間が関ﾉj･することは、すべて「個別具体的」で

す。企業・行政が抱える課題も「個別具体的」であるこ

とが改めて分かります。ですから、産・官・学がコラボ

レーションを行うときには、 「研究」の側も「企業」「行

政」の側もリソースを州し合い、 「探求」し、 「考察」

し、 「仮説」を作り、実践し、 「検証」していくことが求

められていると云われるのです。

回



白山市からのウェルカムスピーチと公開特別講演

大会1日目には、白山市長によるウェルカムスピーチが、また2日目には、株式会社アイザックの中尾哲雄氏によ
る公開特別講演が行われました。

ウェルカムスピーチ：

「白山市の地域振興と産学との連携」

白山市長山田害昭氏

特別講演：

「際化と創造－私の歩み来た道一」
株式会社アイザック

取締役最高顧問中尾哲雄氏
ー
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研究新領域が発表されました

かねてから懸案となっていた本学会研究領域の整備改訂についてWG(坪井リーダー）がまとめ、総会席上、椿会長

より提案・説明があり、承認されました。新研究領域は以下のとおりです。

ビジネス実務研究・教育の目的（新）

本学会ではビジネス実務を、働く人が実感する現場の汎用的能力の総体ととらえます。ビジネス実務に関する研

究においては、ビジネスの現場で日々営まれている事象に学際的にアプローチします。これはフィールドに立脚し

た実践的なものであり、働く個人の能力向上に役立ち、ビジネス現場の活性化に寄与することを目指すものです。

ビジネスの現場で必要なさまざまな能力を向上させ、活用し、成果につなげる「実践の知」を活用できる職業人を

育てることを目指し、得られた成果を教育及びビジネス現場に還元し、社会に貢献します。

＜|日＞ ＜新＞

【1】ビジネス実務の教育開発研究

1）ビジネス実務プログラム開発と教材開発プログラム

2）授業方法の研究

【1】ビジネス実務教育

1）カリキュラム検討

ビジネス実務能力を向上させるカリキュラムの開発を目的

とした研究

2）ビジネス実務の教育プログラム開発と教材開発

ビジネス実務能力を向上させる教育プログラムや教材の開

発を目的とした研究

3）教育方法の研究

ビジネス実務能力向上のための教育効果を高める方法の研

究

【2】ビジネス実務の調査・研究

1）ビジネス環境と実務

2）時代を切り拓くビジネス実務

3）個人とチームの実務能力の開発

12】ビジネス実務研究

1）ビジネス環境とビジネス実務

ビジネス環境の変化がビジネス実務にどのような影響を及

ぼすかを明らかにし、ビジネス実務教育またはビジネス現

場の問題解決に貢献する研究

2）人材育成と能力開発

組織においてどのような人材育成・能力開発が行われてい

るかを明らかにし、 「働く個人の能力向上」に貢献する研

究

回



本大会では「ポスター発表」の場が設けられました。発表テーマおよび発表者は以下のとおりです。

回

①熊本ホスピタリティ産業界と連携した長期インターンシップの実践と成果

井上奈美子（熊本学園大学）

②地域と連携した医療通訳実務教育

米本倉基（藤田保健衛生大学）

③学生のキャリア意識調査結果とビジネス実務・キャリア教育へのインプリケーション

小林純（札幌国際大学短期大学部)、関憩治、原一将（札幌国際大学）

④自律的かつ方向性を持った学びを実現する方法としてのカリキュラム

石田麻英子、小林純（札幌国際大学短期大学部）

⑤主体的な学びを目指したビジネス系カリキュラム改正の取り組み

～簿記・会計フィールドの習熟度別クラス編成の事例を中心に～

石橘慶一、藤井厚紀（福岡工業大学短期大学部）

⑥診療報酬算定ルールの可視化と医療事務学習教材としての活用

藤井厚紀、石橋慶一（福岡工業大学短期大学部）

⑦地域貢献活動によるコミュニケーション力の育成

－オリジナルうちわ＆缶バッチ制作を通して－

菅瀬君子（愛知学泉短期大学）

⑧医事課職員の職場内研修一バーンアウトに焦点をあてて一

佐職麻衣（川崎医療福祉大学）

⑨職業実践力育成プログラムの開発一就業力育成教育プログラムからのアプローチー

手嶋慎介（愛知東邦大学）

⑩「カミッシュ」づくりと啓蒙活動

清水たま子（滋賀短期大学）

⑪キャリアデザイン教育における教材開発
上田知美（四條畷学園短期大学)、浅田真理子（和歌山信愛短期大学)、岡野大輔（金城大学)、

坂手喜彦（大手前短期大学)、福井愛美（神戸女子短期大学)、水原道子（大手前短期大学)、

宮田篤（青森中央短期大学)、森山廣美（四天王寺大学短期大学部）

⑫地域病院内のメディカル・クラーク(MC)の医療安全意識

濱島由季、米本倉基（藤田保健衛生大学大学院）

⑬産学連携ゼミナールと社会人基礎力～卒業生アンケートから見えてきたもの～

矢澤建明、若月博延（金城大学短期大学部）

⑭来客応対における感じの良さについて一ビジネスにおける最適なお辞儀の検証

油谷純子、神山直子（目白大学短期大学部）

⑮社会人のためのリカレント教育～面接対策講座を生かした学び直し～

金堂佳永子（金城大学短期大学部）

⑯某短期大学通信教育課程受講生の話す力に対する意識調査

串田敏美（自由が丘産能短期大学）



初めてのボスター発表を振り返って

全l茨I大会での初めての試みとして、 「ポスター発表」が導入されました。心配された発表申し込み数は、 16件という
予想を上回るものとなり、大会主催ブロックであるII'部ブロック会員からの発表件数も少なくありませんでした。それ
らの多くが共lil研究発表であったことから、研究発表考数は26人となりました。非常に多くの学会貝が研究発表側に
回ったことになります。

口頭発表では、発表・質疑応答時間が限られることもあり、 しばしば議論が消化不良気味で終わることがあります。

今I可のポスター発表の場合、 1H中会場に掲示（発表） し続けることに加え、口頭発表の時間終了後から懇親会会場へ
のバス移動までの時間に余裕を持たせました。その結果、ポスター会場内が大入り満員となり、大変白熱した十分な議
論がなされたと思います。研究の活性化につながる意義ある試みであったと評価できるのではないでしょうか。

! |!部ブロックリーダー手|嶋慎介（愛知東邦大学）

百

発究 表

学生の自主的なライティングスキル養
成のための支援ツールの活用

相互評価における学生の評価能力に関
する分析

毛利美穂（関西大学）

商等教育の亜要課題として、 「学生の主体的な学

び」が挙げられ、学生の成奨を実現するための場であ

る学士課程の充実を求める提言がなされた（中央教育

群議会、 2008, 2012)。学生の主体的な学びを促進す

るための施設として、全国的に学習支援センターやラ

イティングセンターの設置が進められているが、この

ような支援施設を授業でどのように活用すれば効果を

あげることができるのかについての事例報告は少な

い。

本発表は、アクティブ・ラーニング（学生参加型授

業）におけるルーブリック活用事例についての毛利の

報告（2016）をもとに、レポート作成における学生の

主体的な学びをめざしたルーブリック活用と、支援施

設の活用促進の聯例、具体的には、授業で使用する

ルーブリックを支援施設と共有することによる多角I'19

な学習支援について報告である。

中ll l 雅人(中部学院大学）

プレゼンテーションの教育実践において自己評｛illiJP

相瓦評価が用いられることが多い。集計結果は学生に

伝えられ発表の改善に用いられるが、評価データ自体

の有効性についてはあまり考慮されていない。具体的

には、評価基準の安定性や評｛illiの客観性といった評｛llli

者の能力や、プレゼンテーションを改善するために必

要な、発表者の自己客観視の能力につてはあまり考慮

されていない。

そこで筆者は、プレゼンテーションの教育実践にお

いて、 111間評111iと最終評価を実施しこれらのデータを

比較することで、評価能力を客観的に取得することを

試みた。この手法では、 ’11間発表と簸終発表におけ

る、 自己評1lliと他者評価の平均差から、 自己肯定感の

強さや、自分への厳しさを求めることができる。ま

た、これらの他によって評111i者を分類し、分類ごとの

評111i性向を求めることもできる。本発表では、新たに

開発したこれらの評価能力の測定と分類方法について

報沓する。

IZ



ルーブリックのPre-Pos辻上較から見た

地域連携型アクティブ･ラーニングの成
果

加渡いづみ・片山友子(四国大学短期大学部）

「地域を知り、地域に学ぶ」地域学習の推進は、学

生が地域への理解と愛藩を深め、地域活動への参画や

社会貢献意識の醸成へとつながる。今回、地域活性化

に取り組む団体やNPO、企業や行政との連携により

「地域学習におけるアクティブ・ラーニング」をテー

マとした合宿型PBL授業を実施し、参加した学生の

ルーブリックによる自己評価Pre-post比較からその

効果を検証した。各分野別の項目平均点のPre-post

比較では、いずれもPost評価が大きく伸びている中、

特に「地域学習」分野における評価の延びは顕著であ

り、フィールドワークやまち歩き取材、 ワークショッ

プといった実体験が、地域への理解や愛着に良い影響

を及ぼすことが確認された。

地域連携型アクティブ・ラーニングを実践するため

の課題としては、①地域学習の継続的・効果的展開、

②学生同士が「教え合う」環境づくり、③教員の効果

的なファシリテーション能力が重要である。今後も、

地域と連携した参加型学習に取り組んでまいりたい。

地域における産学連携への参加から考
える教育

片山友子・加渡いづみ(四国大学短期大学部）

本学では、県産品について知識を深め、地域との交

流を目的とした日|服市に参加するフィールドワークを

実施している。また、食品開発プロジェクトに参加

し、県産1W!を製造販売する企業と連携し、新商品や販

売戦略を考え、プランニングに携わった。これらの活

動を通して、主体性、洞察力、発信力の視点から、地

域との関わりの中で能動的に興味を持ち行動できる人

材育成に必要とされる教育について考察した。

その結果、役割への関わり方は受け身であり、時間

内に目標を実行する力に欠けていた。また、得た知識

や情報の関連性が認識できていないことがわかった。

今後の課題として、①アドバイスはするが主導は学

生に任せ見守る。②情報収集や選択方法を指導し、得

た情報の繋がりを確認する。③インプットした知識を

アウトプットするための発信力を養う。課題達成に向

け、学内外での人とのつながりを主体的に構築し、情

報交換を行い、積極的に活動できる環境を整えていき

たい。

PBL型授業運営における改善施策の中

間報告
短大ビジネス系学科におけるメディカ

ルコースの存在意義について
－摂南大学の事例から－

水野武・石井三惠(摂南大学）

本研究は昨年の報告に引き続き、摂南大学における

PBL型授業の取り組み事例を基に、担当教員の授業運

営・指導方法の開発を目的した研究である。第一に、

2015年に実施したプレゼンテーション研修、ならびに

その評価のためのルーブリックの導入事例を示した。

第二に、担当教員が「関心度が強く、指示命令度が低

くなる」ための条件の一つを仮説として述べた。プロ

ジェクトで「何をしたいのか」に関して、 「未知」と

「既知」という観点から考察した。連挑先が「既知」

で教員が「未知」の場合、言われたことに対応する奉

仕型活動になってしまう。逆に、連挑先が「未知｣、

教員が「既知」の場合は提案型活動に、互いが「未

知」の場合は共創型活動となり、学生も主体的に動き

やすい構図ができる。

一方、 ビジネス実務論集34号において「S-PDCA

+F」という概念を提唱したが、 S(Start)の段階に

おける準備が提案型・共創型活動を推進し、関係構築

の基礎となる。今後は、学生がより主体的に動けるよ

うになる指導体制構築のために、教員が「S-PDCA

+F」を設計する力、 さらにはファシリテーションカ

の養成に取り組んでいく。

河合晋・黒野伸子（岡崎女子短期大学）

アンケート調在等の結果、短大ビジネス系学科メ

ディカルコースの学生は、医療系大学や専門学校の学

生に比べ、医療事務系資格よりもビジネス系資格の方

に具体的イメージを有する傾向が強かった。地元医療

機関が求める人材では、その多くが医療事務系資格の

必要性を肯定し、採用でも考慮している。加えて、ビ

ジネスマナー系とPC系の資格取得を求める医療機関

が多い。さらに、上記資格の知識・スキルだけでな

く、会計系やデザイン系の知識・スキルも望む医療機

関が少なからず存在する。ビジネスマナー教育や徹底

したPC操作の習得教育を特色とする短大ビジネス系

学科には、 この結果は強みと捉えられるし、その他ビ

ジネス系リテラシー教育も対応している。そこに、短

大ビジネス系学科の中にメディカルコースを設置する

存在意義があり、競争優位の源泉があると解され、営

利組織を対象としたビジネスの教育と、非営利組織の

メディカルの教育が併存する価値が見出せる。
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アクティブ･ラーニングを活用した相互
交流による『クロス型訪問調査』

自律的かつ方向性を持った学びを実現
する方法としてのカリキュラム

－｢岡山･久留米:産地ｺﾗポﾚｰｼﾖﾝプﾛジｪｸﾄ｣を事例として一
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江藤智佐子（久留米大学）
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知識、技能に加え、それらを活用する能力（コンピ

テンシー）の育成が大学教育においても注目されてい

る。本研究の目的は、互いの産地が抱える課題という

共通テーマについて、アクティブ・ラーニングという

教育方法を用いた「クロス型訪問調査」を実践するこ

とで、学校種によって独得された能力の違いがどこに

あるのかを検証し、学校種間の学習モードの違いと独

得能力を検討することである。

職業と専門が直結している専門学校生と職業と専門

が直結していない文系大学生に対し、同じ条件（テー

マ、内容、 レベル、時間）でアクティブ・ラーニング

型授業を実施した結果、授業の'三l的とレベル設定がカ

ギとなっていた。また、専門学校では知識・技術伝達

型、 カリキュラムにゆるみが無いという特徴が、大学

では職業に直結していないこと、人材育成目標が産業

界とリンクしていないため、学んだことが社会で転用

できることを実感できる機会や場の設定、学習意欲の

継続が難しさという特徴が見られた。

石田麻英子・小林純(札幌国際大学短期大学部）

本研究は短期大学を対象として、 2年間という短期

間で就業意識を醸成することを目的に、高等教育の根

幹である教育課程・カリキュラムを再検討するもので

ある。先行事例を参考に、本学の実情に合わせた体系

的な学びを実現するために、教育の質保証や、学びの

体系化を実現できる「仕組み」づくりを'三l指した。

昨年発表した「初年次教育でのビジネス実務教育の

組み込み」の中で行った取り組みにより、学生の就業

意識に変化が見られた。就職活動時期の変更という要

素もあったものの、キャリア支援センターの利用率が

向_こした。 また就職活動時期が後ろ倒しになったにも

関わらず、支援センターの利用開始時期は早くなり、

準備に力を入れた学生が噌加する傾向が見られた。

新カリキュラムではビジネス実務教育を中心に、社

会で必要になる知識・スキルを、学科の全員が履修

し、学生が妓低限身につけるべき学習成果となるよう

「学科スタンダード」と呼ぶ授業群を設定した。 また

職業に近い学びを意識させるため、ユニット履修を導

入し、個々の学生の就業に向かう要望にこたえられる

よう櫛築した。

ゼミナール教育を通じた人材育成機能
の探求
～地域連携とビジネス創造への果敢な挑戦～

安齋徹(群馬県立女子大学）

女性の活躍を推進するためには、社会や企業での啓

発や実践のみならず、教育現場での取り組みも重要で

あり、 とりわけ女子大学が果たすべき役割も大きい。

G女子大学I学部の社会デザイン論ゼミナールでは

地域連携やビジネス創造に果敢に挑戦しているが、負

荷（ストレッチ・アサインメント）をかけつつ、 きめ

細かな工夫（案件ごと輪番でのリーダー制や毎月の個

人mi接、マナーの徹底など）を凝らすことで確かな成

果（東北復興支援のボランティア、地域の課題解決へ

の取り組みや様々な学外コンテストでの入賞）を収め

ている。全国の文系ゼミナールに所属する文系の大学

3年生200名を対象に行った「大学3年のゼミナール

活動に関する意識調査」と比べても、当該ゼミナール

は成長実感や社会人基礎力など様々な指標で全l勤平均

を凌駕していた。アクティブ・ラーニングも教員と学

生の距離感が近いゼミナールと親和性が高く、ゼミ

ナール教育の持つ人材育成機能にもっと蒋目すべきで

ある。

ゼミ活動における長期プロジェクトの実

施効果と今後の可能性

牛山佳菜代（目白大学）

本報告は、ゼミ活動を通じた長期プロジェクトの実

施効果及びその可能性について検討したものである。

事例として示したプロジェクトは、 PBLを念頭に樋い

て設計されており、 1)メディアに関する専門知識の

深化、 2）多様なメディアの活用力の向上、 3）企画

力／調査分析力／プレゼンテーション力の総合的向上

を目的としている。プロジェクト内容は毎年、学生主

体で決定しており、多様な取材活動を通じて得られた

成果を報告会にて報告し、多様な媒体で発信を行って

いる点に特徴がある。学生アンケート結果等より、本

活動は、①学生自身による「気付き｣、②専門分野だ

けでなく進路・調査手法等の知識向上、③発言力・傾

聴力・ トラブル解決力向上に結びついていることが明

らかになった。実施上の課題を踏まえて、効果をより

高めるためには、学生の主体的な取組み姿勢の椛築、

グループ組成の工夫、 4年生のメンター的支援に加え

て、教員は間接的に関与することが必要であると結論

づけた。
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大学生が地域社会を変革する｢地方創
生モデル｣の開発

ビジネス実務教育におけるTBL導入に
よる授業改善に関する研究

見舘好隆(北九州市立大学）

近年、地域での体験型授業の充実による大学教育と

社会との接続の強化や、大学と地方公共団体の協働に

よる地域産業の活性化が求められている。 しかし、地

域播性化を目的とした教育活動は、学習環境の整備の

難しさやカリキュラムにおける実施時期や期間の制約

などにより、成果を出すことが非常に難しいことに異

論はないだろう。そこで本研究では、福岡県中間市に

て本学の学生が取り組み、地域活性において一定の成

果を上げた「なかまフットパス」を題材に、大学生お

よび協働した地元住民や市役所職員合計31名に半構造

化インタビューを実施し、大学生が取り組んだからこ

そ生じた要因を抽出し、モデル化を行った。結果、

「学習環境の設計」によって構築した専門知識と学生

の主体性、行政のサポートを基盤に、大学生独自の要

因(｢異質さ」「若さ」「不完全さ｣)が相互に影響するこ

とで地域の魅力の「学び直し」を促し、ひいては「地

元の自立へ」と発展していく 「地方創生モデル」を提

示することができた。

所吉彦（尚綱大学）

本研究は、アクティブ・ラーニング分野に関する研

究の中で、TBL教育法に注目した「学生の学びを深

める学習法の研究（2）」 （本学会平成26年度教育技

法受託研究報告書)の知見を受け､ARCSを参考にTBL

を導入し、授業改善を試みた。秘書概論、消費経済学

といった複数のビジネス科目の教育実践結果として、

第1に、秘書概論における秘書検定合格率の大幅な向

上、第2に、学生の学ぶ姿勢の改善、統計的にも有意

を確認、第3に、ARCS4要因については、消賀経済

学では効果が確認、一方、秘番概論では確認不能で

あった。以上から、TBL導入による授業改善は概ね

有効であったと言える。今後の課題として、複数の科

目で教育実践結果を比較することの意義は大きいが、

測定尺度においても学生の主観的な授業アンケート、

改良版CIS:Cours lnterest Survey(科目の興味度

調査）に加え、比較的客観性の高いPROG，検定スコ

ア等、複数の尺度を用い、考察を加える必要があるこ

とが示唆された。

コミュニケーション能力の客観的判断に

影響する要因についての考察

PBL導入型社員教育のプラス側面と大
学教育への応用

佐々木公之（中国学園大学）

堀口誠信(徳島文理大学短期大学部）

日本ビジネス実務学会には、その学会の特性上、働

く人間の側から （企業の側から）の能力開発に|卿して

は豊富な蓄積があるが、その教育プログラムが（大学

をはじめとする高等教育機関のなかで）有効かどうか

の検証がまだ多くない、 という批判がある。これは昨

年2015年の第34回全l蚕I大会において新会長から指摘の

あった部分である。

今回の発表では、有効であるプログラムの一例とし

て、 PBL導入型社員教育による組織活性化を応用した

「産学連携型PBL教育」 （中I玉l学園大学）の例をあ

げ、社員教育による組織活性化のプラス側面のどの部

分が、大学生に対する教育で生かされたかを述べた。

さらに、グローバル人材育成の見地から、今年8月の

阿波蹄り期間中における「英語通訳ボランティア」

（徳島文理大学）をどう実現できるのかを模索した。

まだ企画段階で、どの程度の効果を観光客の便宜に、

そして学生自身の成長に結びつけられるかは未知数で

あるが、今後の経過を継続して見守りたい。
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新卒採用時において、学生に求める能力の上位に常

に入るコミュニケーション能力について、能力の高い

低いをどのように判断しているのか、その判断にはど

ういった要因が影響しているのか、について検討し

た。

まず、個人内の要因として、パーソナリティの特徴

とコミュニケーション得手不得手感との関係を検討し

た。結果は、外向的で開放性の商い人ほど、 また本音

と建前の使い分けがうまくできる傾向が高いほうがコ

ミュニケーションにおいては適応的である可能性が示

唆された。まじめさのような特徴を表す勤勉性はあま

り関連がみられなかった。

次に、学生のプレゼンテーションに対して、アイト

ラッカーおよびルーブリック形式の評価表を用いて評

価を行った。評価対象のプレゼンテーションおよび評

価者はそれぞれ2名であった。結果は、評価者の視線

が追っている場所は、評価者によってかなり異なるこ

とが示された。またルーブリックによる評価も項目ご

との一致率は低かった。一方で、最終的な評価は一致

していることも明らかとなった。
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マイクロブログ分析を用いた海外向け観
光資源発掘に関する実践教育の試み

｢サービスデザイン｣の現状とビジネス
実務への応用について

高原尚志(新潟県立大学）

国の成長戦略として、観光産業を重点に据えること

が発表され、今後各地域の観光はますます重要な役割

を果たすと予測される。この際、 インターネット上の

データ （ビッグデータ）を分析すれば、旅行者のニー

ズにあった観光資源を提供することができると考えら

れる。ビッグデータを分析するためには、データサイ

エンスの知識が必要となるが、 日本においては、十分

な人材が養成されているとは言えない。このため、近

年、本格的にデータサイエンティストの錐成が始まり

つつある。

このような状況において、著者も、卒業研究の時間

を利用して、ブログやSNSへの書き込みなどインター

ネット上のデータを分析し、利用者のニーズにあった

観光資源、特に、著者が所属する新潟県立大学は語学

教育に力を入れているため、学生の語学能力も活かす

という目的で、海外からの旅行者向けの観光資源の発

掘を行っており、本発表にて途中経過を報告した。今

後も、本授業について逐次報告する予定である。

町田由徳（岡崎女子短期大学）

本研究では、 イギリスを中心として近年欧州で研究

が進んでいる「サービスデザイン」を萌芽的なビジネ

ス実務領域として捉え、欧州における「サービスデザ

イン」の先行事例と、各国におけるサービスデザイン

教育普及の現状を発表した。

「サービスデザイン」の研究、教育が特にイギリス

で先行している理由として、 イギリスの主たる産業が

製造業から金融サービスへと転換し、 「サービス」に

対する意識が邪業体の間で高まっていることが背餓に

あるが、質疑応答では「デザイン思考」に対する一般

的な認知度の商まりや、デザイン業界におけるプロト

タイピング（試作）の方法論のビジネスへの応用、 と

いった観点からのサービスデザイン概念の普及につい

ても質問、指摘がなされた。

今後の課題として、具体的なケーススタディを通じ

て「サービスデザイン」の応用事例を構築し、 さらに

それを教育としてフィードバックすることを目的とし

て研究を継続して行きたいと考えている。

就職試験における数的処理能力の測定
のねらい

中期キャリアを見越しての就業前キャリ

ア教育の研究

樋口勝一（追手門学院大学）

福井就(大手前学園）

仁平直(神戸国際大学附属高等学校）

一般企業における就職試験で数的分野等の出題割合

は高い。本研究では、 まず「SPI3試験、国家公務員

試験大卒専III]職区分、教員採用試験の数的分野等の出

題傾向」を調査した結果、 SPI3と公務員で数的分野

の出題率が極めて商いこと、 SPI3では特に小学校内

容、両方とも判断推理の出題が多いことが判明した。

そして、 「その出題意義について小中学校学習指導要

領を基に考察」した結果、教科としては算数・数学

の、学校種としては小学校の教科目標に陶冶的目的

（人間形成）が多く含まれていることが明らかになっ

た。したがって、採用試験では、それを利用する企業

や公共団体は、算数・数学といった教科の力というよ

りもそれによって養われる「ジェネリックスキル」を

測定しているのではないかと結論づけた。なお、経済

産業省の社会人基礎力の12の力についても小学校算数

に多く対応関係がある。

齋藤裕美(多摩大学)･佐藤美津子(ｸﾚｵヅｬﾝ）

長谷川美干留（八戸学院大学）

田中敬子（オフィスコムネット）

学生の多くが中小企業に就職すること、初職を3年

以内に退職すること、 また3人に1人が奨学金という

負債を抱えて社会に出て行くことを前提に、中期キャ

リアを見越しての大学でのキャリア教育はどのように

あるべきかの研究を行った。

中小企業の海外展開の重要な課題は必要な人材が不

足していることである。社員が離退職を繰り返す理由

は、 「キャリアの停滞」と「責任回避」であり、社員

が組織内で主体的に長期的な視点を持ってl坐l己の将来

像を描くことができず、 自己のキャリアへの関心の低

下や将来キャリアへの不透明感を抱くためである。

以上を鑑み、大学においては学生に自分の専門や強

みは何かを自ら考え、 より良い選択ができるキャリア

構築力を身につけさせること、 自立したワーカーにな

るために労働法等の知識を身につける教育をするこ

と、 さらに債務を抱えた上でのキャリア・プランを常

に意識する習慣を身につける教育をすることなども加

えたキャリア教育プログラムを開発することが求めら

れている。

⑫



就活と職業意識に関する中華民国との比較考察
～中華民国(台湾)提携校臘人医護管理専科学校日本語学

科｣の協力を得て～(事例報告）

大重康雄（鹿児島女子短期大学）

本学は平成26年3月樹人医護管理専科学校（中華民

国台湾省高雄市） との交流協定を締結し、短期・長期

の留学生の受入が実施されている。本事例報告では、

インターンシップ等キャリア教育分野での学術相互交

流を図る一環として、 日台間で学生の職業意識につい

て比較研究を行った結果を報告する。台湾での職業教

育に関する調査研究として就業力支援および職業意識

について樹人医護管理専科学校の学生へのアンケート

を行い、本学が事前に行った|可内容のアンケート結果

と比較し相違点を考察した。

結果として就職への不安原因・就職で重視する条件

など幅広い点で相似性が認められたが、 自己目標に対

するコミットメントの程度はやや樹人医護管理専科学

校の方が高い結果となった。台湾の尚等教育機関は、

日本の様な手厚いキャリアサポート体制は少ない。台

湾学生への個別ヒアリングでは、 自分の家庭環境等を

考慮しつつ現実妥当な進学・就職の方向性を主体的に

考えており、 この点が今回の調査で最も参考になった

点である。

プロジェクト型教育実施における留意点

奥村実樹(金沢星稜大学）

プロジェクト型教育（問題解決、社会体験、少人数

教育の要素を満たす教室外で外部と関わる活動をおこ

なう教育）は、独特のアクティブ・ラーニング要素を

有し、社会的インパクトもあることから本学会でも教

育実践面など研究対象として取り上げられてきた。発

表者もまだPBLという言葉が一般的に登場する以前か

ら、微力ながらそのような教育に関わってきた。その

過程において、それに他の教育とは異なる質的な要素

があることに気付かされてきた。本発表では、発表者

が関わってきたプロジェクト型教育の中の5つ l.

輪島ゼミナール 2． ジョブカフェ石川のWEBサイ

ト担当 3．伝燈寺里芋（金沢伝統野菜）ブランド価

値向上活動4．ゼミ商品「星稜焼酎」の管理5．

「石川県業界マップ」作成・公開（継続中）を取り上

げた後、プロジェクト型教育の特質から考えられる、

成果の質を決める要素とは何かについて、分類．考察

を試みた。

ビジネス実務学原論構築方法1

－ビジネス実務学の独自性一
－－ーーー■■ーー一一-－－－－ーーーーーーー一一－一一一一一一一一一－－－ー－－■■一一ーーー■■ーーーー‐＝ーーー■■ーーーー一一一一ーー一一一ーーー－－一一一一一ー一一

林雄太郎(全国日本学士会）

■■ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＝－－－－－－－＝■■■■一一一一一一一一一■■一一一一一一一一一一＝ー－－－

ビジネス実務学を構築する場合、根本学は何かが問

題となる。ビジネス実務を経済活動の一種であるとす

ると上部構造として経済学、下部構造として経営学が

ある。これらは経営・管理する側からの学的視点が従

来からの視座であるが、 21世紀に入り高度技術社会、

持続可能な社会システム・少子高齢化・国際化の拡大

等の要素が入り多様化している。他方、経営労務論や

経営実務論に関しても視点が多様化している。

ビジネス実務の現場の変化によって、 「働く人間の

側」からビジネス活動をとらえる必要性が高まり、ビ

ジネス現場で働く一人ひとりの人間のビジネス実務能

力を|;M発し、付加価値を高める創造的なビジネス実務

を実践することが本学会の基盤課題である。一人ひと

りのビジネス・ワーカーの側から見たビジネス実務を

研究対象とするが、経営・管理とそれを取り巻く多様

な環境・技術・政策等を除外しては成立しない。近似

の学問に対しビジネス実務学の独自性を論究した。

皿皿
L＝ ＝ ＝ …

ノ
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EO16年度 総会報告

6月ll日出金城大学笠間キャンパスにおいて2016年度日本

ビジネス実務学会総会が|淵催されました。椿会踵を議腿とし

て議事進行され、以下の議案について審議および報告が行わ

れました。

期大学部

【近畿ブロック】

･2016年2月l4日旧） 西宮市大学交流センター

【中国・四国ブロック】

･2015年8月29日tlj・30日(II)広島女学院大学

【九州・沖縄ブロック】

･2015年10月3日山北九州市立大学

･2016年2月20日㈹久留米市男女平等推進センター

②第341'il全国大会開催2015年6月13IEl ･ 14日

（於：鹿児島女子短期大学）テーマ： 「ビジネス実務教

育の新たな展開」

1 . 2015年度事業報告（2015年5月1日～2016年4月30日）

(1)事業報告

①会議開雌状況

・総会/2015年6月13H (鹿児胤）

・常任理事会/2015年6月12H、 14日 （鹿児島)、 9

月3日 （東京)、 2016年3月23日 （東京）

・理事会/2015年6月12日、 13H (鹿児島)、 9月3

日 （東京）

・評議貝会/2015年6月14日 （鹿児島）

②JAUCB受託調査研究｢I!間報告、 ビジネス実務論集執

錐要領改訂、研究対象領域、理珊の追力11,入会申込

:i噂。

(4)刊行物の発行

「ビジネス実務論集No.34｣ (2016年3月発行）

「会報No.63｣ (2015年9月発行）

「会報No.64｣ (2016年3月発行）

(5)研究助成1件（2年間）

2015年度JAUCB受託研究調在（助成額年間100万円）

「若手社員と学生コラボチームによる業務課題解決プロ

ジェクト」 （北海道ブロック、研究代表者：関懲治）

(2)委員会活動

①総務・企画委員会

・研究釧域の明確化と研究の活性化にli'1けたワーキン

ググループ設i趾

・第36lIII全国大会についての検討

・メーリングリストの稚備、会員情報の確認

・過去の受託研究・研究助成成果物の取扱いについて

の検討

・ビジネス実務論集執兼要領改訂の検討

②綿集委員会

・ビジネス実務論集第34号の発行に関わる業務

・論集の充実にliﾘけた検討

・論集への投稿数増加促進策の検討

③研究推進委員会

・第341ul全国大会実施報告の分析と第351111全国大会に

向けた企画・プログラム案の検討

･2015年度JAUCB受託研究調交計画実施要領兼の検

討

・ブロック研究会での研究活性化の検討

④広報委貝会

・会報No.63, 64の発行

・学会HPを'ノニューアルと研究会・大会案内の随時

更新

2．会員の動向

年月日 名誉会員 正会員 質助会員 学生会員 合計

1981／6／1

設立時
234 44 278

知5／6／1 539 20 5弱

2012/6／1 11 451(41） 14 8 484

2013/6／1 11 437(50） 13 4 465

2014/6/1 10 424(47) 12 9 455

2015/6/1 10 413(49) 12 9 444

2016/6/1 9 387(53) 12 14 422

※（ ）内はシニア会員数

3. 2015年度収支決算報告(p.15参照）

4. 2016年度事業計画について

(1)第36回全国大会の検討

(2)ブロック研究会の開催

(3)役員会、各種委貝会の|；M催

(4)刊行物発行

・会報No.65, 66の発行

・ビジネス実務論集No.35の発行

(5UAUCB受託研究調査の推進（継続）

(6)研究チームによる研究推進

(7)役員改選

(3研究推進

①ブロック研究会開催状況

【北海道ブロック】

･2015年7月4日(Ij札幌国際大学

･2015年l2月23日(加北海商科大学

･2016年2月27Htl:)北海商科大学

【関東・東北ブロック】

･2016年2月13日t上） 大変女子大学

【中部ブロック】

･2016年1月9H仕) ･ 1011(日） 金城大学・金城大学短

5． 2016年度予算(p.15参照）

第36回（2017年度）全国大会企画

2017年6月lOHtlj･ llll旧)近畿プﾛｯｸ

(会場校：神戸大学六甲キャンパス）開催予定

6

函



2015年度決算報告・2016年度予算・2015年度貸借対照表

’2015年度収支決算書(釦15年5月1日~2016年4月 2016年度収支予算案(釦16年5月1日~2017年4月釦日）30日）

収入の部 (蝋他円） 収入の部 (1M位 111）

岬加"ia淋伽15"lb"iml5")c 差異膜

（ 2‘792】（ 2,400)（ 2,554） 154
2，792 2,400 2，554 154

( 3,615,0001(3.494,000)( 3.498.000) 4,000

大科目 中科目

基本財産運用収入

基本財産利息収入

会費収入

郷(畑5")3 1 i騨伽15¥E)bl"(加奔職c

（ 2,400)'（ 2.554】（ 1.000）
2,400 2.554 1､000

( 3.494.000)( 3.498.000)( 3.494｡000)

鋤
岬
一
岬
－
０

大科目 II81科目

基本財産運用収入

基本財産利息収入

会愛収入

１
１
１
１

噸
“
岬
岬

榊
埼
》
榊

員
員
挙
鑑

跨
建
学
質

2,640,000

230,000

24，000

600.000

2,616,000

255,"O

27．000

600.000

2.640,000

230,000

24.000

600.000

０
０
０
０

正会員･一般会賀収入(8,伽円）

正会員ｼﾆｱ会御収入(5W>

学生会員会賀収入(3.噸円）

貿助会員会費収入(駒．叩円）

2,728.000

260,000

27,000

600.000

2,640,000

230,000

24,000

600.000

2‘616,000

255,000

27，000

600.000

△24‘OOO

25，000

3，000

0

0 （ 1,000,000)I( 1.000･OOOX( 1,000,000)事業収入 0( 1.002,360)|( 1.000.000X( 1.000,000)事業収入

受託調査収入

学会誌等販売収入

1.000,000

0

1.000.000

0

０
０

受託調査収入

学会誌等販売収入

1‘000，000

0

０
０

1,000.000

0

1,000,000

2，360

1.000‘000

0

0

0

281．577 鞘 鞘
助成金収入

経常賀協力金

雑収入

く

・

く

500,000)

500,000

500.100)

０
０
０｜“灘

500,000】（

弧呵呵
500‘300】（

500,000）

500,000

781,877）

助成金収入

経常費協力金

雑収入

く
く

０
０
０
０

０２△受取利息

全国大会貸付返戻金

全国大会余剰金

その他の収入

300

500,000

0

0

291

500,000

281.586

0

100

500,000

0

0

受取利息

全国大会貸付返戻金

全国大会余剰金

その他の収入

291

500,000

281.586

0

△9

0

281586

0

493

500,000

366,755

0

300

500,000

0

0

（5,496,700)'（5,782,431)'（

( 4,366,518)|( 4,366,518)'（
(9,863,218)|(10,148.949)'（

当期収入合計(A)

前期繰越額(B)

収入の部合計(C) 鵜
△1‘600

△379,863

△381,463識
5,496,700)'（5,782,431)’

4,366,518)|(4.366,518)’
9,863‘218)|(10‘148,949)’

当期収入合計(A)

前期繰越額(B)

収入の部合計(C)

285‘731

0

285.731

<liiIM 111) 支出の部支IIIの部 (iii位 ｜リ）

差異慾

△248,875

大科1.1
－

事業費

中科lll"(m'5")al"(m'脚脚bl"(2016")c l 差異(注）
|( 3.154,800)I( 2｡905,925)|( 3.137200)| ｡17600

中科1II"(20'4隼脚‘予算I2015"'b l繊伽15"ic
|( 3,269,546)I( 3,154,800)|( 2,905,925)

大科ロ
ー

事業費

大会関連費

大会貸付金

論集発行費

学会賞賞金

学会奨励賞

ブロック研究会補助金

受託調査研究費

50，818

500,000

550,307

0

50，000

754,800

1,000,000

50．000

500,000

750‘000

50‘000

60,000

727.200

1.000.000

0

0

0

0

10，000

△27．600

0

大会関連費

大会貸付金

論集発行費

学会賞賞金

学会奨励賞

ブロック研究会補助金

受託調査研究費

50，818

500,000

550‘307

0

50,000

754‘800

1.000.000

818

0

△199,693

.50,000

0

0

0

50,000

500,000

750,000

50,000

50,000

754,800

1.000.000

56，588

500,000

898,958

0

40.000

774,000

1.000.000

50,000

500,000

750.000

50，000

50,000

754,800

1‘OOO‘000

( 2,893.803)I( 4,020,0001( 3,256,369)l a,763.631 ( 4.020.000X( 3.256.369X( 3.665.000).355,000事務管理費事務管理費

広報費

会議費

旅費交通費

人件費

通信費

印刷費

消耗品

デジタル化推進費

HP移行費

事務局移転費

雑費

268,282

148,780

1.564,865

660,000

201,694

78，630

38,474

65,884

12,500

185,925

31，335

300,000

250,000

2‘000，000

700.000

220,000

100,000

50，000

0

0

0

45‘000

0

.150,000

100,000

40｡000

0

.60,000

0

△100,000

.20,000

.150,000

△15．000

268,282

148,780

1.564,865

660,000

201,694

78，630

38，474

65，884

12，500

185,925

31335

△31．718

△251,220

△335,135

0

△18，306

.81,370

△11，526

△34，116

△7．500

35，925

△28．665

300,000

400,000

1,900,000

660,000

220,000

160,000

50，000

100,000

20，000

150,000

60，000

広報費

会議費

旅費交通費

人件費

通信費

印刷費

消耗品

デジタル化推進費

HP移行費

事務局移転費

雑費

253.898

163,148

1,363.612

670,426

198．091

63．071

9‘270

43，684

110.706

0

17．897

300｡000

400,000

1‘900，000

660,000

220,000

160,000

50,000

100,000

20,000

150,000

60,000

（ 0)（ 0)（ 0）

0 0 0

( 7.174.800) 6.162.294( 6,802.200)
｡1.678,1004379,863｡1307,100

（2.688‘418)|(3,986,655)（2,679.555）
（9,863,218)|(10,148,949)（9,481.755）

予備費

予備費

当期支出合計(D)

当期収支差額(A)-(D)

次期操越顔(E)､C)､D)

支出の部合計(D)+(E)

0

0

△372,600

371,000

△8，863

△381.463

（ 0)（ 0)（ 0）

0 0 0

（6,163,349)（7,174,800)（6‘162,294）

△175.949△1.678,100△379‘863

( 4.366,518)( 2,688.418)( 3,986,655)

(10.529.867)|(9‘863,218】(10.148,949）

0

0

.1,012,506

1‘298,237

1298,237

285.731

予備費

予備黄

当期支出合計(D)

当期収支差額(A)-(D)

次期繰越額(E)=(C)-(D)

支出の部合計(D)+(E)

注:差異＝2016年度予算(c)-2015年度予算(a）差異＝2015年腰決算c-2015年度予算b

2015年度貸借対照表 (2016年4月30日現在）

Ⅲ正味財耀の部( lll位 II11 ~.はlii年哩減を示すⅡ負債の部I盗産の部

科 「1 1 前年度末｜本年皮末 jWiW
I(10｡000,000)I(10,000.000)I(固定資産 0）(10.000.000)

基本財産積頭金

研究推進準億金

5.000,000

5.000.000

０
０

5,000.000

5‘000．000

|正味財産の部合計'14.366,518113‘986,6551 △379.863負債の部合計流動資産 I(4.366,518)I(3,986,655)I( L｣379,863)

現金

預金

10,779

4‘355,739

4,480

3.982.175

△6，299

名当373564

預金内訳資産の部合計 ’14.366,518113.986.6551 △379,863

鱈

朴 凹

基本財産繭立預金

研究推進準備金

翌年度繰越金

1W年度末

5.000,000

5,000,000

4.366,518

本年庇末

5,000.000

5,000,000

3.986.655

墹減

0

0

△379.863

科 目

固定負債

流動負債

未払金

前年度末

（ 0

（ 0）

0

本年度末

（ 0）

（ 0

0

噛減

（ 0

0

0

0 0 0

科 ！’

甑芯よび正噸産哉↑

1W年腫末

14‘366,518

本年度末

13,986,655

墹減

△379.863

郵便振替口座

ゆうちよ銀行普涌箱今

北洋銀行普通預金

3,539.027

3,435

439,713

3,982.175



;事務局からのお知らせ富
■転居届提出のお願い

当学会からの発行物は郵便局ならびに宅配業者を利用しております。そのため、郵便局への転居届だ

けでは、宛先不明で学会事務局へ返送されてきます。発行物をスムーズにお届けするためにも、学会事

務局への転居・所属先変更のご連絡をよろしくお願いいたします。

■学会HPリニューアル

すでにお知らせいたしましたとおり、学会HPがリニューアルされています。新HPのURLは次のと

おりです。http://isabs・hs.plala.or.jp/

新入会員紹介 (2016Z4月～6月承認）
一一＝

巨
貝

今
云正 ※敬称略

会員名 所属ブロック所属先 会員名 所属先 所属ブロック

金沢星稜大学女子

短期大学部
田中あゆみ 松崎陽子

名和晋也

目白大学短期大学部 関東・東北 中部

福島学院大学

短期大学部

岡山県立津山商業

高等学校
佐藤H胄雄 関東・東北 中国・四国

‐学生会員
会員名 所属先 所属ブロック 会員名 所属先 所属ブロック

北海道大学大学院

(勤圓猷巍人錬のﾎ大学）
川端由美子 岩井責美北海道

、声々l● ？≦、ユエ向－

1u壷八手八手Iﾜ西 近畿

戸I溌画
－

(印17年度）全国大会ご案内一、

墨
書
《

学
・
ワ
ロ

ヤ
ま

■開催日

■担当

■会場校

■テーマ

2017年6月10日出･ l1日旧）

近畿ブロック

神戸大学六甲台キャンパス(予定）

ビジネス実務における専門教育を考える

～学会内外の転機に|61き合って～

一

■
。
Ｆ
傍
■
ろ
■
■
■

”ー d
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